４）バイオ産業への支援政策

次に関西の中でも大阪におけるバイオ産業とそれに伴う政策について言及する。関西のバイオ産業は新興産業として非常に期待をされており、関西、特に大阪においてその強い競争力をもっているのがバイオ産業である。全国的に見てもトップ５に入るほどの強い競争力を持ち、また江戸時代後期に蘭学者緒方洪庵が蘭学・医学を教えるために適塾を開き、それが現在にいたる大阪大学医学部となっている。大阪大学のバイオは世界でも5本の指に入るとされる程、優れており、バイオベンチャー創設者の6割が大阪大学出身といわれている。よって大阪にはバイオに特化できる潜在的能力がある土壌が存在する。これを成長させ関西の強みにするには、今後さらに創造性や独創性を引き出すための政策が必要であるといえる。
図表Ⅱ－５５　都道府県別医薬品生産金額　　　　　　
	都道府県別医薬品生産金額
	　
	平成18年（百万円）

	1
	静岡
	630,771

	2
	埼玉
	602,006

	　3
	大阪
	585,832

	4
	富山
	441,671

	5
	栃木
	354,374


出所）厚生労働省　薬事工業生体動態統計平成１８年年報
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）財団法人バイオインダストリー協会
バイオテクノロジーは、化学、繊維、製紙、食品、製薬、医療など幅広い産業に関連している。各産業の経済工場や日本産業の競争力強化にもつながるものとなる。バイオ産業の各研究現場において、技術開発の多様化や高度化に伴い、スピードや研究資金や人材など様々な問題が発生する。経済産業省は、バイオ産業政策として、バイオテクノロジーによる健康安心社会や循環型産業システムのため、研究開発や産業化のための事業環境整備等の施策を展開し、新産業創造戦略を策定したなかで、新産業分野として医療・健康分野・福祉における振興を図っている。
また、日本は歴史的に微生物利用技術の発展型としてバイオテクノロジーが注目され、研究が展開されてきたが、ヒト遺伝子の研究が数の限られた資源とされたため、遺伝子特許の競争で日本は遅れているという懸念があり、政府は９９年バイオテクノロジー産業において、大幅な研究開発予算の拡充が行われ、さらに、2002年４月にＢＴ戦略大網が策定され、政府一体となりバイオテクノロジーの戦略的な推進に取り組んできた。
大阪では、バイオ産業の振興、バイオクラスターの形成・発展を推進するとともに、産学官の連携のもとに、内外のバイオ関連企業や研究機関、さらにはナショナルプロジェクトの誘致を図ることで、「北大阪バイオクラスター」の形成と国際バイオクラスターへの発展を目指している。その推進にあたり、産学官では「大阪バイオ戦略推進会議」での議論を踏まえ、バイオ振興のためにオール大阪で取り組むアクションプログラムとして、「大阪バイオ戦略2008」を策定した。
北大阪バイオクラスターは『大阪府北部に位置する茨木市、箕面市の丘陵地域に広がる彩都地域、大阪市内の道修町界隈をはじめとする製薬会社などバイオ関連産業の集積、吹田市・豊中市を所在するすぐれた研究機関を含む、概ね半径約20kmのエリアをさします。』（北大阪バイオクラスターHPより抜粋）このエリア内には、彩都バイオインキュベータ、大阪大学、大阪大学医学部付属病院、国立循環器病センターなどがあり、研究施設に富んでいる。
また平成14年度補正予算により地域振興整備公団（経済産業省予算）により整備された、彩都バイオインキュベータでは公（地域振興整備公団）が整備し、民≪バイオ・サイト・キャピタル（株）が運営を行うという、全国初の公設民営方式による運営を行っている。資金面をはじめとするさまざまなインキュベーション支援活動を総合的に行う。彩都バイオインキュベーション施設の促進は、大学発ベンチャーの創出を加速するため、起業・新事業創出を行う者に対し、低賃料でオフィスや研究室の貸し出しを提供し、その企業の成長を支援、企業家育成施設である。
オール大阪のバイオの促進体制の確立では、北大阪を世界トップクラスのバイオクラスターとして発展させるため、大阪バイオ・ヘッドクオーターの整備に取り組み、産学官の合意による「大阪バイオ戦略」の策定と、課題解決などを図るとともに、国内外の情報発信を行っている。
バイオビジネスコンペJAPANの実施により、大学や研究機関がバイオ・ライフサイエンスの研究結果を発表し、それに伴う事業支援をしていくというコンテストの開催のことである。過去8回のコンテストでは2008年7月1日現在、バイオベンチャー企業が45社以上、技術移転・事業提携が43社以上、共同研究・企業からの研究助成が92件以上、出資・融資が68件以上、又、国等からの研究費獲得が79件以上の応募者の実績があるなど、さまざま方法での政策がとられ、大阪のバイオ産業は目覚ましい発展をしているのである。
　中でも大阪府道修町界隈には、約300社を超える製薬会社が集積している。約350年前から薬の流通を独占的に行い「くすりの町」とも呼ばれ栄えていた。府内の医薬品生産金額は全国でもトップクラスで、5,850億円を超える金額に及ぶ。（厚生労働省「薬事工業生産動態統計（平成18年）より」）など、大阪の経済を支え、日本の医薬品産業をリードしている。
大阪に本社を置く企業では、製薬工業国内1位で世界17位の武田薬品工業（株）、三菱ウェルファーマ（株）、田辺三菱製薬（株）、大日本住友製薬（株）、塩野義製薬（株）、小野薬品工業（株）がある。また、大阪府内に所在する主な企業研究所は、上記に加えて、扶桑薬品工業（株）研究開発センター、日本たばこ産業（株）医薬総合研究所、東和薬品（株）中央研究所・製剤研究所がある。
　図表Ⅱ－５７　製薬会社医薬品売上高
	順位
	企業名
	医薬品売上高
	研究開発費

	1
	武田製薬
	514,944
	193,301

	2
	アステラス製薬
	461,600
	167,945

	3
	第一三共
	420,380
	170,662

	4
	ファイザー
	393,365
	　　　　　　　―

	5
	田辺三菱製薬
	324,285
	75,758

	6
	中外製薬
	324,285
	54,609

	7
	ノバルティスファーマ
	297,700
	　　　　　　　―

	8
	大塚製薬
	248,100
	105,255

	9
	グラクソスミスクライン
	240,118
	　　　　　　　―

	10
	エーザイ
	225,750
	108,296

	11
	万有製薬
	217,000
	　　　　　　　―

	12
	大日本製薬
	192,992
	40,869

	13
	アストラゼネカ
	187,159
	　　　　　　　―

	14
	サノフィアベンティス
	170,417
	　　　　　　　―


	15
	塩野義製薬
	164,200
	37,455


北大阪エリアは優れた研究機関が集積しており、基礎研究や、産学連携などにも積極的に取り組み、バイオ産業を育てている。中でも、大阪大学は、バイオ関連の中でも特に「免疫研究」に強い大学として有名である、文部科学省認定で日本でも五か所の世界トップレベルの国際研究拠点形成プログラムについて「免疫」をテーマに選定されている。また文部科学省がすぐれた研究拠点を選んで予算を重点配分する「グローバルCEOプログラム」において、2007年度採尺件数がトップであるとともに、科学全般の論文引用件数で免疫学の審良教授が科学論文の世界一となっている。バイオ関連には医療機器関係から、ものづくり企業の集積も強みである。独自の技術で高いシェア率を持つものづくり中小企業が大阪府には集積していて、ものづくり事業所数は日本でもトップレベルになる。なかでも東大阪市には多様な加工技術を持つ4,000社超の企業群があり、工場密度日本一である。
図表Ⅱ－５８　大阪北部のバイオ研究機関の集積
	研究機関
	特徴

	大阪大学
	· 微生物病研究所・蛋白質研究所・細胞生体工学センター・遺伝情報実験センターなど
· 自然科学系研究者：2,100名

	大阪大学医学部付属病院
	· 最新鋭の設備と効率的な運営システムが導入されている
· 先端医療可能病床：1,000床

	国立循環器病センター
	· 心臓・血管等循環器に関する国立病院・循環器疾患に対する研究所の併設・研究所生化学部の寒川賢治部長は2000－2001に引用された論文の本数の多さで世界トップ
· 先端医療可能病床：700床
· 研究者１００名

	財団法人大阪バイオサイエンス研究所
	· 産学官による財団法人で運営されている・バイオサイエンスに関する基礎研究、研究者の養成、海外研究機関との収集
· 研究者：４０名

	研究組合生物分子工学研究所
	· 生物分子の生成・機能・構造・相互作用に関する試験研究を扱っている
· 研究者：６０名

	独立行政法人産業技術総合研究所関西センター
	・産業技術総合研究所は産業技術の広い分野における様々な技術開発を総合的に行っている日本最大級の研究組織

	独立行政法人産業技術総合研究所関西センター
	２００５年４月に独法化された基幹研究機関


また、バイオ関連によるベンチャー企業および中小企業によって、大阪のバイオ産業は更に競争力を強めている。大阪府内には豊富な研究機関とともに、個々でバイオについて研究するベンチャー企業も多く在る。
図表Ⅱ－５９　大阪府内バイオベンチャー企業数（2004年末まで）
	社名
	設立年
	事業概念

	（株）リール
	1985
	健康食品等

	（株）ウルトラバイオテクノロジー研究所
	1990
	朝鮮人参、サフランの細胞増殖

	クラスターテクノロジー（株）
	1991
	マイクロデバイス開発

	（株）ゴールド発酵技術研究所
	1994
	有機発酵処理、油脂分解菌の研究開発

	（株）大阪生物環境科学研究所
	1994
	微生物による環境浄化

	（株）総合医科学研究所）
	1994
	機能性食品等の臨床実験等

	（株）バイコム
	1994
	微生物資材

	（株）アプライドメディカルリサーチ
	1998
	病理検査受託等

	エキカコーポレーション（株）
	1998
	環境保全型農業資材

	アンジェスＭＧ（株）
	1999
	遺伝子医薬、遺伝子治療関連研究

	（株）ゴールドラッシュ
	1999
	　

	（株）ジェイシーエス
	1999
	抗菌剤・食品添加物等

	（株）バーネット・インターナショナル
	1999
	機能性食品素材開発

	（株）ミレニアムゲートテクノロジー
	1999
	ＤＮＡチップ

	（株）ジーンデザイン
	2000
	試験用拡散等の製造受託

	（株）プライミューン
	2000
	抗体受託合成・バイオ医薬品コンサル

	（株）オーテック
	2001
	再生医療・生命倫理

	（株）カルディオ
	2001
	心臓・血管を中心とした循環器系における再生医療

	クリングルファーマ（株）
	2001
	ＮＫ４、ＨＧＦ関連の研究開発

	（株）パシフィックバイオロジックス
	2001
	後退医薬の製造・開発受託

	（株）プロテインクリスタル
	2001
	機能性蛋白質結晶複合体製造技術

	ジェノミディア（株）
	2002
	治療用及び診断用の新規有用遺伝子

	（株）バイオマーカーサイエンス
	2002
	バイオマーカーの同定に基づく機能性食品の開発

	（株）フリーラジカル制御研究所
	2002
	ウイルス性肝硬変（Ｃ型）用機能性食品研究

	薬効ゲノム情報（株）
	2002
	遺伝子解析に基づく医薬品開発等

	ストレックス（株）
	2003
	細胞培養システムの研究開発

	（株）耐熱性酵素研究所
	2003
	耐熱性酵素の研究開発・製造・販売

	（株）サインポスト
	2004
	オーダーメイド医療システム


　バイオ産業には厳しい規制がかけられており、規制の克服にはコストがかかる。そのため、事業展開していく上では資金や人材、さらには研究開発の速度を高めるためのマネジメントシステムが求められるのである。しかしバイオテクノロジーは専門性が高く、多額の経営資源を調達するシステムの構築は非常に困難であり、バイオ産業に立ちはだかる壁を越えていくためにも、クラスターを形成することによって経営資源の確保をする必要がある。
　経営資源の充足とともに、企業の成長や拡大が事業の競争力強化につながっていくため、上記のバイオ産業関連の研究におけるベンチャー企業以外にも、バイオ関連の投資ファンドが創られた。バイオのクラスター化に向けて企業がさらに動き出した。
図表Ⅱ－６０　バイオ関連投資ファンド
	ファンド名
	概念

	大阪ライフサイエンス投資事業責任組合
	ライフサイエンス関連有望技術の発掘・成長支援・育成

	近畿バイオファンド
	日本アジア投資（株）が設立。近畿バイオインダストリー振興会議が投資企業の選定協力。

	関西バイオクラスタープロジェクト
	近畿バイオファンドを利用しさらなる投資を行う

	阪大イノベーションファンド
	大阪大学研究者が関与する先端的研究成果事業家の資金面支援。

	バイオ・サイト・キャピタル
	彩都インキュベータの運営を行うラボ事業を通じて、バイオベンチャー創出から成長まで支援。


図表Ⅱ－６１
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出所）財団法人バイオインダストリー協会
　
今回、関西の中でも特に大阪のバイオ産業について特化して言及していたが、関西圏内には他にも様々なバイオ産業への研究機関や、取り組みも行われている。大阪・神戸・京都等、近畿地域全域での「関西バイオクラスタープロジェクト」では、バイオテクノロジー関連研究機関数は大学36、公的研究機関は22、それらの研究機関に従事する研究者数約8,900名がいる。世界の大学・研究機関・エンジニアリング研究部門・医薬基盤が関西には集積していて、国内最先端のバイオテクノロジー研究地域といえる。研究者数約8,900名は全国のライフサイエンス研究者の2割を占める。また関西地域は研究者の研究機関別論文引用度はライフサイエンス研究の中心テーマである「分子生物学・遺伝学」分野において１位大阪大学、2位京都大学、4位神戸大学、10位京都府立医科大学となり、研究機関及び研究者の集積拠点ともなっている。
また、クラスター企業数は230社で、大阪を中心とした医薬品製造業の集積により、ワクチン・血液製剤等・試薬等に強みがあり、さらには「大阪北部バイオメディカルクラスター」「神戸トランスレーショなるリサーチクラスター」「京都ナノテククラスター」「けいはんヒューマン・得るキューブクラスター」等の知的クラスターや、「長浜サイエンスパーク構想」「京都バイオシティ構想」「彩都ライフサイエンスパーク構想」「神戸医療産業都市構想」等の自治体を中心とした事業により地域活性化への動きも活発で、バイオテクノロジー企業向けのインキュベーション施設も充実し、ベンチャービジネス創出も支援しているという、多種多様な企業集積がある。
図表Ⅱ－６２　大学別論文引用度
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出所）近畿経済産業局「関西ライフサイエンス国際拠点への投資誘致策に関する調査研究」
関西以外では、日本北部から、北海道地域では「北海道スーパークラスター新興戦略（バイオ分野）」によって、北海道全域で、農業・食品・医薬・医療分野を中心に、主に食品企業による参入が多い中で研究が進められている。北海道大学、札幌医科大学、帯広畜産大学など30以上の研究機関があり、細胞利用技術、免疫工学・バイオ医薬品、遺伝子工学等の分野に強みがある。企業のバイオ関連研究開発従事者は441名。大学等における研究費補助額は4億円に達する。クラスター参加企業数は94社でクラスター企業者の従業者数は938人と6年間のうちに倍増し、さらなる成長の見込みがあるとされている。
関東地域では「首都圏バイオ・ゲノムネットワーク」によって関東地域（主に、東京・かずさ・横浜・筑波）で研究が進められている。大手製薬会社やバイオテクノロジー企業が多くあり、産業クラスターは創薬系のベンチャービジネスが多いため、製薬・バイオテクノロジー（情報解析サービス・機械・試薬が主）の研究が進んでいる。産業総合研究所、かずさDNA研究所等の最先端研究開発拠点になり、東京大学、東京工業大学、横浜私立大学などの研究する大学が多数立地し、国内でも屈指のバイオテクノロジー関連研究機関・大学等の集積地である。
　そして中部地方では「東海バイオものづくり創生プロジェクト」によって、名古屋・三重などを中心に、医療用機械器具・生体材料、環境バイオ、機能性食品に重点を置いて研究がされている。名古屋大学・岐阜大学・三重大学等のバイオテクノロジーの先端研究を行う大学の集積や、自然科学研究機構・国立長寿医療センター・岐阜県国際バイオ研究所等の立地により基礎研究分野において先端的な研究を行うことができる。またクラスター企業数は約70社、特に2000年以降にバイオベンチャーの設立数が少しずつ増えている。その事業内容は医療分野、研究支援分野、解析サービス、バイオ機器等が多く、医学と工業の連携が進んだ地域である。
また世界のバイオ産業との比較をしてみると、関東・関西においては世界においてもバイオ産業は競争力を持ち、また優位性を持っているともいえる。
図表Ⅱ－６３　世界バイオテクノロジー企業数比較
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図表Ⅱ－６４　世界バイオ関連企業研究者数
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出所）株式会社リベルタス・コンサルティング「産業クラスター国際比較調査（ライフサイエンス分野）」
　
　関西のバイオ産業の強みやこれからの目標としては、関西のバイオ産業の強みは、今までも言っていたように、日本でも関西はバイオ産業に対して非常に高水準での研究設備や機関、研究者、政策がある。また産学連携を経て、新たなるバイオの研究や、バイオベンチャー企業の創出がしやすい環境であるといえる。今後関西のバイオ産業は新たに研究者の創出を行うことが可能であるため、海外との連携促進事業をおこなうこともできるだろうと考えられる。また、関西地域は空港・鉄道・道路いずれにしてもインフラ面は充実しているといえる。海外の医薬メーカー、ベンチャー企業、学術研究機関とのアクセスが容易になるとともに、国際的な連携が高まるので関西バイオクラスターとの交流に対する意識の高い外国領事館や、通商事務所等、外国機関とのネットワークを広げ、広域的なバイオクラスターの形成においても大きな効果をもたらし成長していくと考えられる。
図表Ⅱ－５６　関西　バイオベンチャー企業数
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